
 
 

 

２０２４年度の事業報告 

 

 

事業の概要 

１． 社会福祉事業 
＜１＞ ＮＰＯ基盤強化資金助成（予算：17,500,000 円） 

「住民参加型福祉活動資金助成」は、６月から７月にかけて東日本地区を対象に募集し
ました。また、９月から１０月にかけて「組織および事業活動の強化資金助成」は東日本
地区を対象に、「認定ＮＰＯ法人取得資金助成」は全国で募集しました。それぞれの応募
数は、「住民参加型福祉活動資金助成」は５２件、「組織および事業活動の強化資金助成」
は７０件、「認定ＮＰＯ法人取得資金助成」は２７件、合計１４９件でした。 

「住民参加型福祉活動資金助成」は、２０２４年９月５日開催の選考委員会にて、 
１８団体に合計４６０万円が選定され、２０２４年９月１８日の理事会にて決定され

ました。 
２０２４年１１月２６日開催の選考委員会にて、「組織および事業活動の強化資金助成」

は１９団体に合計１，０７５万円、そして「認定ＮＰＯ法人取得資金助成」は１０団体に
合計３００万円が選定され、２０２４年１２月２０日の理事会にて決定されました。 

３つの助成を合わせて４７団体に対し合計１，８３５万円の助成を実施しました。 
なお、主に子ども（障害児等）を対象として活動を行っている団体への助成金には、 

ＳＯＭＰＯグループの役職員の毎月の給与から集められる「ＳＯＭＰＯちきゅう倶楽部
社会貢献ファンド」からの寄付金５０万円も活用させていただいております。 

  



 
 

NPO 基盤強化資金助成 
「住民参加型福祉活動資金助成」助成先一覧 

所在地 団体名 助成する活動の名称（内容） 
助成金額

（万円） 

北海道 あかびら共生ネットワーク ふれ愛ウォーク（景品、食糧、備品購入）、研修会他の開催 30 

福島県 
喜多方市立上三宮小学

校 PTA 
小学校校門の壁画リペイント（備品購入など） 12 

福島県 はまどおり大学 いわきこどもの人権ネットワーク事業（講師謝金など） 30 

福島県 
重症心身障がい児者と家

族の会スマイルリボン 

重症児者・医療的ケア児者の災害対策を考える講演会

（広告など） 
30 

栃木県 
城東常設型サロン じゃ

あ またね 
誰もが心地良く使えるトイレにするための改修工事 20 

埼玉県 
狭山カーレットクラブまぜ

こぜ 

共生社会をテーマにした子供向け紙芝居の製作と普及

（製作費用） 
30 

埼玉県 
全国農福学連携推進協

議会 

五感で学ぶサードプレイス「寺子屋えん」（屋外体験用備

品など） 
30 

東京都 
Festival The Rainbow 実

行委員会 
Festival The Rainbow（チラシ、備品など） 27 

東京都 インクルーシブ運動場 
誰もが思わず身体を動かしたくなるまちをつくろう（車椅

子） 
29 

東京都 実家なんとかし隊 
認知症があってもなくても参加できる「オレンジカフェ」（備

品購入） 
30 

東京都 日本語教室「こんぱす」 
外国にルーツを持つ子どもと大人のコミニケーション（教

材） 
28 

神奈川県 えがわさんち 
地域の誰もが集える居場所づくり（チラシ作成、備品購入

など） 
10 

神奈川県 まいまい子ども食堂 
子ども食堂で子育て支援と地域の活性化！（改修、備品

購入） 
28 

富山県 おもちゃ病院ぺんぎん 
あってよかった､おもちゃ病院ぺんぎんを目指します!(工具

など) 
12 

石川県 

いしかわ SCD・MSA 友の

会（難病  石川脊髄小脳変性

症・多系統萎縮症患者・家族会） 

難病協働かがやきプロジェクト in 石川（チラシ作成、講師

謝金など） 
30 

岐阜県 
八木山地区社会福祉協

議会 
よりそい活動本格実施（有償ボランティア、備品など） 30 

静岡県 
西豊田学区地域支え合

い体制づくり実行委員会 

断水でも使える清潔で快適な防災トイレの活用と検証（器

材など） 
29 

愛知県 らっこちゃん親の会 
働く自分ってかっこいい！SUN･GO からの第一歩（備品な

ど） 
25 

合計：１８件 ４６０万円 

 
 



 
 

「組織および事業活動の強化資金助成」助成先一覧 

所在地 団体名 申請内容 
助成金

（万円） 

北海道 
特定非営利活動法人 

はあと 

災害時の分散避難に使用する防災セット・
ポータブル電源の購入 

49 

北海道 
特定非営利活動法人 

夢の樹オホーツク 

余剰生産物を活用した地域連携型就労事
業創出で地域福祉活動強化 

50 

北海道 
特定非営利活動法人 

イナンクル 

絶対的に必要なこの活動を安定させ継続
するためのスキームづくり 

70 

北海道 
特定非営利活動法人 
ソレゾレ 

放課後等デイサービス、日中一時支援事
業、学校登校含む送迎支援 

27 

岩手県 
認定 NPO 法人 
accommon 

集団活動が苦手な人と家族の相談・居場
所づくり事業 

34 

岩手県 
特定非営利活動法人 
輝きの和 

子ども健全育成事業周知のためのリーフ
レット・名刺作成事業 

24 

宮城県 
NPO 法人 
アートワークショップすんぷちょ 

インクルーシブな芸術祭の情報発信とアク
セシビリティ強化事業 

70 

茨城県 
特定非営利活動法人 

kosodate はぐはぐ 

何度でも参加したくなるポイントボランティ
ア活動「ぽいボラ」 

70 

群馬県 
特定非営利活動法人 
虹色のかさ 

ヤングケラー支援ツールの作成と周知に
向けた発信体制の構築事業 

70 

埼玉県 
特定非営利活動法人 
地域で共に生きるナノ 

高次脳機能障害の地域生活の推進および
社会的理解・認知普及事業 

64 

神奈川県 
NPO 法人 
つなぐ 

事業の収益だけでは充足できない法人継
続のための基盤強化事業 

70 

神奈川県 
特定非営利活動法人 
すがもキッズ 

学習困難児研究会の開催 70 

山梨県 
特定非営利活動法人 
イエカラ 

空き家が生み出す多世代交流が青葉町か
ら波及する地域活性化事業 

70 

愛知県 
特定非営利活動法人 
ジョブジョイ 

UNI-VOICE（音声コード）制作事業 46 

愛知県 
特定非営利活動法人 

愛知こどもホスピスプロジェクト 

こどもホスピスを、もっと知って応援しよ
う！ 

70 

愛知県 
特定非営利活動法人 
名古屋市里親会こどもピース 

「令和７年度 東海・北陸ブロック里親研究
大会」の開催 

70 

愛知県 
特定非営利活動法人 

こえもじ 
音声認識技術利用による文字表示事業 51 

愛知県 
特定非営利活動法人 

ぼくら・あそび隊・流 

生きる力を育む支援を中心とした放課後等
デイサービス 

30 

愛知県 
特定非営利活動法人 

コネクトスポット 

地域とのつながりを増やすための広報ツ
ールの開発 

70 

合計：１９件 １，０７５万円 

 
 



 
 

 
 

「認定 NPO 法人取得資金助成」助成先一覧 
（助成金額は一律３０万円） 

所在地 団体名 団体の主な活動内容 

宮城県 
特定非営利活動法人 

まちづくりスポット仙台 

仙台北部エリアの想いと活動のハブとなり、まちづくりを後

押しする中間支援団体 

東京都 特定非営利活動法人 

バディチーム 

様々な理由で子育てに難しさを抱える家庭や里親家庭に対

する家庭訪問型の子育て支援 

東京都 特定非営利活動法人 

AYA 

病気や障害のある子どもたちにスポーツ・芸術・文化を体験

する場を提供 

東京都 
特定非営利活動法人 

青少年の居場所 K i i t o s 

中学生から 30 歳までの利用者に安心安全な居場所を提供

し、事情に添った支援 

神奈川県 
特定非営利活動法人 

ｇｒａｎｄ－ｍｅｒｅ 

子どもたち一人ひとりの障害特性を踏まえた個別療育の提

供、保護者への相談支援 

富山県 特定非営利活動法人 

アレッセ高岡 

外国ルーツ生徒のための学習支援事業、多言語情報支援

事業、市民性教育事業 

石川県 特定非営利活動法人 

消費者支援ネットワークいしかわ 

消費者被害防止のための啓発活動の実施や事業者への

申し入れ活動や差止請求の実施 

兵庫県 
特定非営利活動法人 

てんびん 

パーキンソン病当事者及び介助者の暮らしと当事者団体の

活動や交流の支援 

岡山県 
特定非営利活動法人 

おかやまＵＦＥ 

障害者・高齢者・DV 被害者等が地域で安心して暮らし続け

ることができるように支援 

福岡県 特定非営利活動法人 

にこり 

障害の有無にかかわらず、子どもたちと家族が笑顔で過ご

せる毎日をサポート 

合計：１０件 ３００万円 

 

  



 
 

＜２＞ 自動車購入費助成（予算：17,000,000 円） 
２０２４年度は、助成する福祉団体の募集対象を西日本地区として、６月から７月にか

けて公募したところ、４８件の応募があり、２０２４年９月５日開催の選考委員会にて、
１０団体に対し合計１，６２０万円が選定され、２０２４年９月１８日の理事会にて決定
されました。 

「自動車購入費助成助成」助成先一覧       （単位：万円） 
所在地 団体名 主な事業 

助成金

額 

 

 
滋賀県 

特定非営利活動法人 

おおつ障害者の生活と労
働協議会 

障害者就業・生活支援センター事業 130 

大阪府 
特定非営利活動法人 

しごとなかま 

幅広くいろいろな障害像の方々を受け入れている就労継続
支援 B 型事業所 

170 

和歌山県 
特定非営利活動法人 

ハートツリー 

障害に起因する困難を含め生きづらさを抱える青少年たち
の自立支援 

130 

鳥取県 
特定非営利活動法人 

季の風 
障害者就労支援で説明書の封入など受託作業やお菓子の
封入作業の施設外就労を行っている 

170 

岡山県 
特定非営利活動法人 

ふれんど久米 

さをり織りや自動車部品組立の内職作業や農園で野菜栽
培を行う就労継続支援 B 型事業所 

170 

高知県 
特定非営利活動法人 

Open Heart 

重度重複の障害を持つ人たちが、住み慣れた地域で暮らし
続けることができる拠点づくり 

170 

熊本県 
特定非営利活動法人 

オレンジワークの会 

就労や共同生活を通じて、障害者の方々の経済的にも自
立した社会生活の確立を目指す 

170 

大分県 
特定非営利活動法人 

清望会 
地元森林組合から委託された業務を行う就労継続支援Ｂ型
事業所 

170 

鹿児島県 
特定非営利活動法人 

心音 

島の子どもを支援する放課後等デイサービス、子どもの居
場所事業を運営 

170 

沖縄県 
特定非営利活動法人 

ナカヤ 

障害のある利用者さんへ、身近な地域社会での生活の自
立と就労を支援 

170 

合計：１０件 １，６２０万円 

 
＜３＞ 海外助成（予算：4,000,000 円） 

海外における社会福祉の向上を目的に「海外助成」を実施しました。 
２０２４年度は、募集対象国をＡＳＥＡＮ加盟国、インドおよび南アフリカとし、募集

対象国に本部または活動の主要な拠点事業所を置き、社会福祉分野で活動する非営利団
体を対象に９月から１０月にかけて公募したところ、募集対象国に在住する日本企業の
現地駐在員の推薦による３件の応募がありました。 

２０２４年１１月２６日開催の選考委員会にて、以下の３団体に対し合計約３００万
円が選定され、２０２４年１２月２０日の理事会にて決定されました。 

  



 
 

「海外助成」助成先一覧 
国 団体名 助成金の使途 助成金額 

インドネシア 
SMK Mitra  

Industri mandiri  
専門高校を支援し、若年層の高い失業率の改善を支援 

USD 6,500 
(約 100 万円) 

フィリピン 

TAHANAN NG 
PAGMAMAHAL 

CHILDREN’S HOME 
貧困な子供たちの生存と保護のための支援 

PHP 390,000 
(約 100 万円) 

ベトナム 
Highland Poverty 

Fund 
Yagi 台風で被害を受け、十分な生活や教育が受けられ

ていない貧困層の児童・生徒への支援 

USD 6,500 
(約 100 万円) 

 
＜４＞ 会議会合・国際交流費等助成、地域災害等緊急対策助成（予算：合算で 2,000,000 円） 
（１） 会議会合・国際交流費等助成 

２０２４年１１月２６日開催の選考委員会にて選定し、２０２４年１２月２０日の
理事会にて、以下の１団体に１００万円の助成を決定しました。 

 
助成先団体名： 日本障害フォーラム（ＪＤＦ）代 表 者：阿部 一彦 
助成の事業名称：障害者権利条約の総括所見を踏まえた同条約の実施促進とインクル

ーシブな社会の実現のための事業 
助成金額：１００万円 
 

詳細は以下のとおりです。 
「日本障害フォーラム（ＪＤＦ）」（JDF 会議会合・国際交流費助成申請書から抜粋） 

・障害者権利条約の推進に、JDFは、設立当初の2004年より、市民社会組織との意見集約を
図りながら誰もが住みやすい社会の実現に向け取り組んできた。国連における条約の採択
（2006年）、国内制度改革を経ての条約批准（2014年）、国連における初審査（2022年）
と継続した活動を行い、2022年9月に障害当事者の声の多くが反映された日本に対する総
括所見（審査の最終見解・勧告）の受領という成果を得ることができた。 

・条約履行に向けての次の段階は、日本が定期報告を行う2028年となるが、同年までに次の
ことを目指したい。本年度は次の事業を行うとしている。 

①総括所見についての考え方を共有するための地域フォーラム（全国キャンペーン）の
開催 

②総括所見についての分かりやすい冊子の作成 
③国内法制度のバージョンアップに向けての意見交換（上記事業の企画実施を含む、各

種会議の開催） 
主たる使途費目・金額 
１．総括所見についての考え方共有するための地域フォーラムの開催 ３，０００千円 
２．総括所見についての分かりやすい冊子の作成          ２，５４０千円 
３．国内法制度のバージョンアップに向けての意見交換(各種会議の実施) ９６０千円 
                    合計          ６，５００千円 
※ うち一部に貴財団助成金を充てる。 
※本年度、キリン福祉財団より1,000千円、ヤマト福祉財団より1,000千円助成決定済 



 
 

これらの活動を支援するため、キリン福祉財団、ヤマト福祉財団と協調し、当
財団として１００万円を助成しました。 

 
（２） 地域災害等緊急対策助成 

２０２４年度は対象がありませんでした。（２０２３年度は能登半島地震による被害への支援

として、きょうされんへ１００万円の助成をしました。） 
 
＜５＞ 在宅で高齢者を介護する家族の交流および研修資金助成（予算：3,000,000 円） 

２０２４年度は、公益社団法人認知症の人と家族の会の２０支部５６９名（認知症高齢
者、医師・福祉関係者等を含む）に合計３００万円の助成を実施することを２０２５年３
月２１日の選考委員会にて選定し、２０２５年３月２８日の理事会にて決定しました。 

 
＜６＞ 介護福祉士養成のための奨学金の給付（予算：8,520,000 円） 

２０２４年度は、２年制専修学校および福祉系高等学校を対象とし、４月から５月にか
けて募集しました。専修学校については、指定校２２校に対し学生の推薦を依頼するとと
もに、財団ホームページに募集要項を掲示することで指定校以外からの応募も可能とし
ました。また、福祉系高等学校については、全国福祉高等学校長会を通じて募集しました。
その結果、専修学校生については１６名の推薦を、高校生については４名の推薦を受け付
けました。 

２０２４年６月１７日開催の選考委員会にて選考を行い、専修学校１年生１２名と高
校２年生４名を選定し、２０２４年７月４日の理事会にて決定しました。 

昨年度採用の専修学校２年生９名、高校 3 年生３名を含め２８名に奨学金総額９２４万
円（専修学校生：１カ月３万円、高校生：１カ月２万円）を支給しました。 

２０２５年３月末現在在籍の奨学生は下表のとおりです。 
 

奨学生一覧（専修学校生） 
学年 都道府県 専修学校 

１年生 

北海道 せいとく介護こども福祉専門学校 
北海道 北海道介護福祉学校 
宮城県 仙台医療福祉専門学校 
福島県 ｉキャリア医療福祉専門学校 
栃木県 栃木介護福祉士専門学校 
東京都 千住介護福祉専門学校 
長野県 長野社会ふくし専門学校 
愛知県 日本福祉大学中央福祉専門学校 
三重県 四日市福祉専門学校 
大阪府 関西社会福祉専門学校 
広島県 ＩＧＬ医療福祉専門学校  
高知県 高知福祉専門学校 



 
 

学年 都道府県 専修学校 

２年生 
 

北海道 北海道介護福祉学校 
宮城県 仙台医療福祉専門学校 

栃木県 栃木介護福祉士専門学校 

千葉県 松山学園松山福祉専門学校 

東京都 千住介護福祉専門学校 

山梨県 帝京福祉専門学校 

愛知県 田原福祉グローバル専門学校 

岡山県 旭川荘厚生専門学院 

高知県 高知福祉専門学校 

 
奨学生一覧（高校生） 

学年 都道府県 高等学校 

２年生 

北海道 北海道留寿都高等学校 
秋田県 秋田県立六郷高等学校 

神奈川県 川崎市立川崎高等学校 
静岡県 静岡県立磐田北高等学校 

３年生 
京都府 京都府立京都八幡高等学校 
岡山県 岡山県美作高等学校 
香川県 香川県立高松南高等学校 

 
２． 福祉諸科学事業 
＜１＞ 研究助成 
（１） 一般（予算：1,000,000 円） 

２０２４年度は、「研究助成」はありませんでした。 
 
（２） ジェロントロジー研究助成（予算：4.000,000 円） 

本助成は隔年に募集しております。２０２４年度は「ジェロントロジーに関する社会科
学・人文科学分野における独創的・先進的な研究」を対象として４月から７月にかけて公
募したところ、３８件の応募があり、２０２４年１０月１５日開催の選考委員会にて、１
６件の対象者に対し２年間合計７７２万円（各年度半額ずつ支給）が選定され、２０２４
年１０月３１日の理事会にて決定されました。これらの研究は２０２６年３月末完了の
予定です。 

また、前回（２０２２年度）助成対象者の研究成果を取りまとめ、２０２４年１０月に
「ジェロントロジー研究報告 No.16」を発刊し、高齢者福祉に係る諸団体、関係学会、都
道府県図書館等へ贈呈しました。（国立研究開発法人科学技術振興機構が運営する電子ジ
ャーナルプラットフォームである J-Stage、および当財団 HP にて公開します。） 

 
 
 



 
 

 
２０２４年度 ジェロントロジー研究助成  対象者 

※共同研究の場合代表研究者 

形態 対象者※ 所属 研究テーマ 

共同 荒木 賢二 
一般社団法人ヘルスシステム研

究所・顧問、宮崎大学名誉教授 

介護現場における介護記録要約文書の生成を効率化
し、介護行為に役立て、医療介護従事者間で介護行為
の暗黙知を共有し活用することによって人材育成教育
や介護従事者によって行われる作業等を効率化する。 

共同 安東 彩乃 

上智大学大学院実践宗教学研究

科死生学専攻博士後期課程大学

院生 

中高年男性向けの「男性更年期のセルフモニタリング
アプリ」の作成と評価 

単独 梅谷 進康 桃山学院大学教授 

在宅高齢者への生活支援や介護予防などのインフォー
マル支援について、大学生によるボランティアの現状
と大学生がその担い手になることの促進策を大学によ
る組織的なサポートも含めて量的調査にもとづき考察
する。 

共同 岡本 聡美 
千葉大学大学院看護学研究科博

士後期課程大学院生 

認知症高齢者の自律・自立を支援するための環境づく
り看護実践ガイドを用いた一般病棟の環境づくりを一
般病棟の看護師により実施する。その結果から、ガイ
ド活用の効果と課題を明らかにする。 

単独 狩谷 明美 
社会福祉法人旭川荘 旭川荘総

合研究所研究員 

これまで、収集している高齢者のフレイル関連データ
を後ろ向きに観察し、疲労感レベルを、自律神経・体
組成・睡眠時間・から検討し、複数要因数理モデルを
用いて、カットオフ・ポイントを探索する。 

単独 Kim Nahyun 
神戸大学大学院博士課程後期課

程大学院生 

高齢者の孤独感は、人と関わり合う社会的相互作用に
よって、変動し得るのか。日常的な社会的相互作用の
相手や量、質と瞬間的孤独感を縦断的に追跡できる経
験サンプリング法より、孤独感の変動を解明する。 

共同 杉本 浩章 日本福祉大学福祉経営学部教授 ソーシャルデザインに基づくアドバンス・ケア・プラ
ンニング（ACP）の促進効果と終末期ケアの質の検証 

単独 竹内 真純 

東京都健康長寿医療センター研

究所 社会参加とヘルシーエイ

ジング研究チーム非常勤研究員 

マイクロアグレッションとは、日常生活の中で知らず
知らずのうちに特定の集団成員を傷つける言動を指
す。本研究では、日本の高齢者が日常の中で経験する、
年齢に関わるマイクロアグレッションを明らかにす
る。 

共同 西尾 美登里 
西九州大学看護学部看護学科准

教授 

異性である妻や母を在宅で介護している男性を対象
に、助けを求める力とレジリエンスを向上す基礎的調
査を実施し（インタビュー＋トレーニング）、介護生活
の継続への効果を検討する。 

共同 畑中 綾子 
尚美学園大学総合政策学部准教

授 

高齢者支援技術の導入による高齢者の内心の自由およ
び自由な意思決定の侵害に対する ELSI（法的倫理的社
会的課題）の研究 



 
 

形態 対象者※ 所属 研究テーマ 

共同 深瀬 裕子 北里大学医療衛生学部准教授 

地域在住高齢者の会話による音声コミュニケーション
能力と聴覚ワーキングメモリおよび聴力の関連：コミ
ュニケーション、聴覚ワーキングメモリ、聴力の盲検
法評価による検証 

単独 福田 文雄 北九州総合病院副院長 

健診の胸部 X 線画像による AI 骨粗鬆症スクリーニン
グの実証研究 健康診断で撮影した胸部 X 線画像を二
次利用して骨粗鬆症スクリーニングを実施し、骨粗鬆
症の早期発見にどの程度寄与できるかを明らかにする
こと 

単独 堀口 康太 
白百合女子大学発達心理学科准

教授 

サービス付き高齢者向け住宅への転居を通して、高齢
者がどのように適応していくのかについて、転居動機
という観点から検討すること 

共同 三浦 武 
横浜市立大学医学部看護学科助

教 

高齢者の医療施設への定期的な通院と診察待ち時間が
ヤングケアラーとビジネスケアラーの社会生活に及ぼ
す影響と支援ニーズに関する実態調査 

共同 横山 淳美 
島根県立大学看護栄養学部看護

学科講師 
認知機能の低下予防と腸内細菌叢との関連 

共同 米澤 大輔 
新潟大学大学院医歯学総合研究

科准教授 

地域在住高齢者の健康管理を改善するため、自己管理
情報を客観的に把握し、地域包括ケアシステムへ効果
的に貢献する手法を検証する。行動変容の要因を分析
し、へき地でも可能な健康管理システムの構築を目指
す。 

 
＜２＞研究会 
（１） 保険業法に関する研究会 

主査：潘 阿憲氏（法政大学教授） 
損害保険ジャパン株式会社・SOMPO ホールディングス株式会社法務部と連携し、「保

険業法」に関わるテーマごとに不定期に開催していますが、２０２４年度の開催はありま
せんでした。 

 
（２） ジェロントロジー研究会 

主査：秋山 弘子氏（東京大学名誉教授、東京大学未来ビジョン研究センター客員教授） 
SOMPO インスティチュート・プラス株式会社、SOMPO ケア株式会社等の関係組織・

機関とも連携し、高齢者や高齢社会をめぐる諸問題を明確にし、その解決に向けての研究
を通じて、豊かな長寿社会の発展に貢献することを目的としています。２０２４年度の開
催はありませんでした。 

 
（３） 健康保険・介護保険システム研究会 

主査：田中 滋氏（慶應義塾大学名誉教授、公立大学法人埼玉県立大学理事長） 



 
 

SOMPO インスティチュート・プラス株式会社等の関係組織・機関とも連携し、２０２
４年度は次年度に向けた研究テーマを選定しておりました。 

 
３． 社会福祉学術文献表彰事業 
＜１＞ 講演会・シンポジウムの開催 

２０２３年度「第２５回 SOMPO 福祉財団賞」受賞記念講演会・シンポジウムを２０
２４年７月２８日（日）に開催しました。概要は以下のとおりです。 

 
第１部：受賞記念講演会 

・受賞著書：『原子力災害からの複線型復興－被災者の生活再建への道』 
（株式会社明石書店 ２０２３年３月発行） 

・受 賞 者：丹波史紀氏 （立命館大学産業社会学部教授） 
第２部：シンポジウム 

テーマ：『大規模災害とソーシャルワーク －複線型復興の可能性』 
 パ  ネ  リ  ス  ト： 大島隆代氏（文教大学人間科学部准教授） 

                          武田康晴氏（華頂短期大学副学長・幼児教育学科教授） 
                          丹波史紀氏（立命館大学産業社会学部教授） 
      コーディネーター：  秋元美世審査委員長（東洋大学大学院特任教授） 
              大島巌審査委員（東北福祉大学副学長・教授） 
 
＜２＞ 叢書 

上記の講演会とシンポジウムの内容を財団叢書Ｎｏ．９８「第２５回 SOMPO 福祉財
団賞受賞記念講演録」として３月公表しました。（ホームページに掲載） 

 
＜３＞ ２０２４年度「第２６回ＳＯＭＰＯ福祉財団賞」の実施 

２０２４年度のＳＯＭＰＯ福祉財団賞には、指定推薦者から１５編が推薦されました。
審査委員会は２０２４年９月１８日、１０月１５日、１２月９日の３回にわたり開催され
ました。 

審査委員会において厳正な審査の結果、以下記載の著書１編が授賞に相応しい候補文
献として選定され、２０２５年１月２３日の理事会にて決定されました。 

・受賞著書： 『障害と所得保障－基準の管理から分配の議論へ』 

（株式会社生活書院 ２０２３年１２月発行） 

・受 賞 者： 風間
か ざ ま

 朋子
と も こ

 氏（関西学院大学人間福祉学部社会福祉学科准教授） 

・表彰内容： 賞状、記念品、研究・出版助成金 １００万円 
 
 



 
 

＜４＞ ２０２４年度「第２６回ＳＯＭＰＯ福祉財団奨励賞」の実施 
ＳＯＭＰＯ福祉財団賞の審査過程で、優れた著作（佳作）であると評価された特に若手

の著者を対象に、ＳＯＭＰＯ福祉財団奨励賞を贈呈します。 
２０２４年１２月９日開催の審査委員会において、以下記載の著書１編が授賞に相応

しい候補文献として選定され、２０２５年１月２３日の理事会にて決定されました。 

・受賞著書：『教育による包摂／排除に抗する児童福祉の理念－児童自立支援施設の就学義

務化から』                   （春風社２０２４年２月発行） 

・受 賞 者： 高田
た か だ

 俊
しゅん

輔
す け

 氏（上越教育大学学校教育研究科講師） 

・表彰内容： 賞状 記念品 研究・出版助成金 ５０万円 
 

＜５＞２０２４年度「第２６回ＳＯＭＰＯ福祉財団賞」・「同奨励賞」贈呈式の開催 
ＳＯＭＰＯ福祉財団賞および奨励賞の贈呈式を２０２５年３月１２日に損保ジャパン

本社ビル４３階で開催しました。また、財団賞受賞著書の出版社である株式会社生活書院
および推薦者である李政元氏（関西学院大学教授）に対し、感謝状および記念品を贈呈し
ました。 

なお、ＳＯＭＰＯ福祉財団賞受賞記念講演会･シンポジウムは２０２５年７月１９日
（土）にグランドアーク半蔵門にて開催を予定しています。 

 
 

４．資金運用状況 
財団の基本財産については、資金運用規程に則り、投資有価証券の継続保有および銀行預

金で運用しました。なお、財団が保有している債券は基本財産で、全て満期保有を目的とし
ています。マイナス金利導入（２０１６年２月）以降、満期を迎えた債券の償還金の一部は、
決済用普通預金（無利息型）にて保有しています。資金運用規程に従い、基本的には安全性・
確実性を考慮した債券、銀行預金（定期預金、普通預金）で運用しています。 

 
（満期となった債券） 

償還満期債券等（予定を含む） 
みずほＦＧ第 8 回任意償還条項付無担保永久社債（債務免除特約・劣後特約付） 
・購入金額：１００，７５１，０００円 
・利  率：０．９８０％ 
・償 還 日：２０２４年１２月１５日（ノンコール 5 年 5 ヶ月） 

 
 
 
 
 



 
 

（購入した債券） 
償還満期債券等 

西日本高速道路株式会社第８６回社債（一般担保付、独立行政法人日本高速道路
保有･債務返済機構併存的債務引受条項付） 
・購入金額：１００，０００，０００円 
・利  率：０．４３９％ 
・償 還 日：２０２６年（令和８年）５月２２日 
株式会社日本政策投資銀行（DBJ）債（トランジションボンド） 
・購入金額：１００，０００，０００円 
・利  率：０．５１１％ 
・償 還 日：２０２９年（令和１１年）８月１７日 
西日本高速道路株式会社第９３回社債（一般担保付、独立行政法人日本高速道路
保有・債務返済機構併存的債務引受条項付） 
・購入金額：１００，０００，０００円 
・利  率：０．６７％ 
・償 還 日：２０２９年（令和１１年）８月２９日 

 
また、運用財産（基本財産以外の財産）は、安全性と流動性を考慮した銀行預金（定期預

金、普通預金）で運用しました。 
 
５．その他の特記事項 

内閣府への届出等 
２０２４年６月１７日  変更の届出（理事の変更） 
２０２４年６月２１日 事業報告等の提出 
２０２４年７月２３日 変更の届出（評議員・理事の変更） 
２０２５年３月１２日  変更の届出（評議員） 
２０２５年３月３１日 事業計画等の提出 

  



 
 

庶務の概要 

１． 役員等に関する事項 
役員等の氏名は次のとおり。（常勤者に＜常勤＞表示） 

（五十音順、２０２５年３月３１日現在) 

 
 
  

職名 氏名 摘要
理事長 西澤　敬二 損害保険ジャパン株式会社顧問
専務理事 齋藤　仁 ＜常勤＞公益財団法人ＳＯＭＰＯ福祉財団
理事 秋山　弘子 東京大学名誉教授、東京大学未来ビジョン研究センター客員教授

小林　光俊 学校法人敬心学園理事長
白澤　政和 国際医療福祉大学大学院教授
竹内　孝仁 日本自立支援介護・パワーリハ学会顧問、ケア科学研究所主席研究員
田中　滋 公立大学法人埼玉県立大学理事長
長嶋　紀一 日本大学名誉教授
原田　正樹 日本福祉大学学長

監事 内田　満雄 公認会計士
新里　智弘 公認会計士

評議員 京極　髙宣 社会福祉法人浴風会理事長、国立社会保障・人口問題研究所名誉所長
柴田　博 桜美林大学名誉教授
清水　重夫 元株式会社資生堂代表取締役執行役員副社長
酒井　香世子 損害保険ジャパン株式会社常務執行役員
杉崎　重光 元ゴールドマン・サックス証券株式会社副会長
炭谷　茂 社会福祉法人恩賜財団済生会理事長
直井　道子 東京学芸大学名誉教授
中野　武夫 元みずほ信託銀行株式会社代表取締役社長
西浦　英次 元社団法人日本損害保険協会専務理事
潘　阿憲 法政大学法学部教授
弘中　徹 弁護士法人弘中総合法律事務所代表社員弁護士
藤川　久昭 クラウンズ法律事務所代表弁護士
宮武　剛 学校法人日本リハビリテーション学舎理事長
涌井　洋治 公益財団法人アフィニス文化財団理事長



 
 

 

 
 
 

職名 氏名 摘要
選考委員 和田　敏明 ルーテル学院大学名誉教授
（社会福祉） 安藤　雄太 東京ボランティア・市民活動センターアドバイザー

大塚　晃 上智大学総合人間学部社会福祉学科特任教授

内藤　佳津雄 日本大学教授
丸木　崇秀 損害保険ジャパン株式会社経営企画部特命部長

選考委員 竹内　孝仁
一般社団法人日本自立支援介護・パワーリハ学会顧問、ケア科学研究所
主席研究員

（奨学金） 上野谷　加代子 同志社大学名誉教授、日本医療大学教授
小平　めぐみ 国際医療福祉大学大学院准教授
丸木　崇秀 損害保険ジャパン株式会社経営企画部特命部長

選考委員 京極　髙宣 社会福祉法人浴風会理事長、国立社会保障・人口問題研究所名誉所長
（福祉諸科学） 司波　卓 ＳＯＭＰＯインスティチュートプラス株式会社取締役社長

高橋　紘士 東京通信大学名誉教授
広井　良典 京都大学教授

選考委員 長嶋　紀一 日本大学名誉教授
（ジェロントロジー 今井　幸充 医療法人社団翠会和光病院院長
　　　　　研究） 上野谷　加代子 同志社大学名誉教授、日本医療大学教授

北本　佳子 昭和女子大学大学院教授
佐藤　宏子 和洋女子大学総合研究機構特別研究員、兵庫県立大学名誉教授

竹内　孝仁
一般社団法人日本自立支援介護・パワーリハ学会顧問、ケア科学研究所
主席研究員

内藤　佳津雄 日本大学教授
審査委員 秋元　美世 東洋大学大学院社会福祉学研究科特任教授
（社会福祉学術 今井　小の実 関西学院大学人間福祉学部教授
　　　文献表彰） 大島　巌 東北福祉大学副学長・教授

後藤　玲子 帝京大学教授、一橋大学名誉教授
平岡　公一 東京通信大学人間福祉学部教授
山縣　文治 関西大学人間健康学部教授

君島　淳二
公益財団法人日本障害者リハビリテーション協会常務理事兼事務局長
戸山サンライズ館長



 
 

 
  

職名 氏名 摘要
顧問 岩崎　晋也 法政大学常務理事・副学長

岩田　正美 日本女子大学名誉教授
右田　紀久恵 大阪府立大学名誉教授
岡林　秀樹 元公益財団法人損保ジャパン日本興亜福祉財団専務理事

小林　良二 東京都立大学名誉教授
芝野　松次郎 関西学院大学名誉教授
菅沼　隆 立教大学経済学部教授
高野　茂 損保ジャパン社友会事務局長

田中　皓 公益財団法人助成財団センター参与
花崎　和彦 公益財団法人助成財団センター専務理事
福山　和女 ルーテル学院大学名誉教授、社会福祉学博士
古川　孝順 長野大学学長特別補佐・教授
松林　宏 元公益財団法人ＳＯＭＰＯ福祉財団専務理事
水巻　中正 国際医療福祉大学大学院名誉教授
和気　純子 東京都立大学人文科学科教授

西九州大学健康福祉学部教授・同学部長、大阪府立大学名誉教授、
関西大学名誉教授

黒田　研二

公益財団法人協会理事、統計情報研究開発センター理事、
城西国際大学前教授

髙宮　洋一



 
 

２． 職員等に関する事項 
職員は次のとおり。                  （２０２５年３月３１日現在） 

 
３． 役員会等に関する事項 
＜１＞ 理事会の開催 

 

  

区分 氏名 就業開始年月日 備考
事務局長 林　圭一 ２０２３年４月１日 損害保険ジャパン㈱から出向
副長 尾根　桂子 ２０１３年８月１日
主査 澤　雅弘 ２０１８年４月１日 損害保険ジャパン㈱から出向
主査 渡部　由里 ２００８年９月１日

開催日 会議事項 結果
２０２４年６月４日
２０２４年度
第１回通常理事会
（オンライン開催）

第１号議案　２０２３年度の事業報告および決算承認の件
第２号議案　定款変更の件
第３号議案　選考委員の退任・選任の件
第４号議案　定時評議員会開催の件
報告事項１　理事長・専務理事の職務執行状況の件
報告事項２　理事の退任の件

全員一致で承認可決
全員一致で承認可決
全員一致で承認可決
全員一致で承認可決
全員了承
全員了承

２０２４年６月２１日
２０２４年度
第１回臨時理事会

第１号議案　理事長の選定の件
第２号議案　専務理事の選定の件
第３号議案　役員報酬の件

全員一致で承認可決
全員一致で承認可決
全員一致で承認可決

２０２４年７月４日
２０２４年度
第２回臨時理事会
（定款第４３条に定める理
事会の決議の省略の方法に
よる）

第１号議案　２０２４年度「介護福祉士養成のための奨学
　　　　　　金の給付」選考の件

決議に参加できる理
事全員の同意が得ら
れ、かつ監事の承認
が得られた

２０２４年９月３日
２０２４年度
第３回臨時理事会
（定款第４３条に定める理
事会の決議の省略の方法に
よる）

第１号議案　選考委員選任の件 決議に参加できる理
事全員の同意が得ら
れ、かつ監事の承認
が得られた

２０２４年９月１８日
２０２４年度
第４回臨時理事会
（定款第４３条に定める理
事会の決議の省略の方法に
よる）

第１号議案　ＮＰＯ基盤強化資金助成（住民参加型福祉活
　　　　　　動資金助成）の選考の件
第２号議案　自動車購入費助成の選考の件

決議に参加できる理
事全員の同意が得ら
れ、かつ監事の承認
が得られた



 
 

 

 

＜２＞ 評議員会の開催 

 

 

  

開催日 会議事項 結果
２０２４年１０月３１日
２０２４年度
第５回臨時理事会
（定款第４３条に定める理
事会の決議の省略の方法に
よる）

第１号議案　ジェロントロジー研究助成選考の件 決議に参加できる理
事全員の同意が得ら
れ、かつ監事の承認
が得られた

２０２４年１２月２０日
２０２４年度
第６回臨時理事会
（定款第４３条に定める理
事会の決議の省略の方法に
よる）

第１号議案　ＮＰＯ基盤強化資金助成（組織および事業活
　　　　　　動の強化資金助成）の選考の件
第２号議案　ＮＰＯ基盤強化資金助成（認定ＮＰＯ法人取
　　　　　　得資金助成）の選考の件
第３号議案　海外助成の選考の件
第４号議案　会議会合・国際交流費等の選考の件

決議に参加できる理
事全員の同意が得ら
れ、かつ監事の承認
が得られた

２０２５年１月２３日
２０２４年度
第７回臨時理事会
（定款第４３条に定める理
事会の決議の省略の方法に
よる）

第１号議案　「ＳＯＭＰＯ福祉財団賞」および「ＳＯＭＰ
　　　　　　Ｏ福祉財団奨励賞」の選考の件

決議に参加できる理
事全員の同意が得ら
れ、かつ監事の承認
が得られた

２０２５年３月１２日
２０２４年度
第２回通常理事会

第１号議案　２０２５年度の事業計画および収支予算等の
　　　　　　件
第２号議案　選考委員の選任の件
第３号議案　審査委員の選任の件
第４号議案　顧問選任の件
第５号議案　役員等賠償責任保険契約の締結の件
報告事項１　２０２４年度の事業経過報告の件
報告事項２　理事長・専務理事の職務執行状況の件
報告事項３　評議員の退任の件

全員一致で承認可決

全員一致で承認可決
全員一致で承認可決
全員一致で承認可決
全員一致で承認可決
全員了承
全員了承
全員了承

２０２５年３月２８日
２０２４年度
第８回臨時理事会
（定款第４３条に定める理
事会の決議の省略の方法に
よる）

第１号議案　在宅で高齢者を介護する家族の交流および研
　　　　　　修資金助成の選考の件

決議に参加できる理
事全員の同意が得ら
れ、かつ監事の承認
が得られた

開催日 会議事項 結果
２０２４年６月２１日
２０２４年度
定時評議員会

第１号議案　２０２３年度の事業報告および決算承認の件
第２号議案　 評議員の退任・選任の件
第３号議案　 理事の選任の件
第４号議案　 定款の変更の件
報告事項１ 　２０２４年度の事業計画および収支予算等の件
報告事項２ 　選考委員の退任・選任の件

全員一致で承認可決
全員一致で承認可決
全員一致で承認可決
全員了承
全員了承
全員了承



 
 

＜３＞ 選考委員会・審査委員会の開催 

 

 
４．許可、認可および承認に関する事項 

該当はありません。 

 
 
 
 
 
 
 

開催日 委員会の内容
２０２４年６月１７日
奨学金助成事業選考委員会

２０２４年度奨学生の選考（１６名）

２０２４年９月５日
第１回社会福祉事業選考委員会

１．ＮＰＯ基盤強化資金助成の選考
＜１＞住民参加型福祉活動資金助成（１８件）
２．自動車購入費助成の選考（１０件）

２０２４年９月１８日
第１回社会福祉学術文献表彰事業
審査委員会

第２６回「ＳＯＭＰＯ福祉財団賞」の選考（第１次審査）

２０２４年１０月１５日
ジェロントロジー研究助成事業選
考委員会

「ジェロントロジー研究助成」の選考（１６件）

２０２４年１０月１５日
第２回社会福祉学術文献表彰事業
審査委員会

第２６回「ＳＯＭＰＯ福祉財団賞」の選考（第２次審査）

２０２４年１１月２６日
第２回社会福祉事業選考委員会

１．ＮＰＯ基盤強化資金助成の選考
＜１＞組織および事業活動の強化資金助成（１９件）
＜２＞認定ＮＰＯ法人取得資金助成（１０件）
２．海外助成の選考（３件）
３．会議会合・国際交流費等助成の選考（１件）

２０２４年１２月９日
第３回社会福祉学術文献表彰事業
審査委員会

第２６回「ＳＯＭＰＯ福祉財団賞」および「ＳＯＭＰＯ福祉財団奨励
賞」の選考（第３次審査）
（推薦文献　財団賞１件、奨励賞１件）

２０２５年３月２１日
第３回社会福祉事業選考委員会

＜１＞在宅で高齢者を介護する家族の交流および研修資金助成の選考
（１件）



 
 

５．寄付金に関する事項 
SOMPOホールディングス株式会社から88,000,000円の寄付を受けました。 
このほか法人22件、3,370,000円、損保ジャパン役職員団体（ＳＯＭＰＯちきゅう倶楽

部）500,000円、個人1,197,000円の寄付を受けた結果、本年度の寄付金の合計は、
93,067,000円となりました。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
６．行政庁指示に関する事項 

該当はありません。 

 
７．その他の重要事項 

該当はありません。 

 

２０２４年度事業報告には、「一般社団法人及び一般財団法人に関する法律施行規則」 

第３４条第３項に規定する附属明細書「事業報告の内容を補足する重要な事項」が存在しな
いので作成しておりません。 

寄付者名
寄付金額
（千円）

ＳＯＭＰＯホールディングス株式会社（注） 88,000
ＳＯＭＰＯアセットマネジメント株式会社 100
ＳＯＭＰＯクレジット株式会社 100
ＳＯＭＰＯケア株式会社 200
ＳＯＭＰＯコミュニケーションズ株式会社 100
ＳＯＭＰＯシステムイノベーションズ株式会社 100
ＳＯＭＰＯシステムズ株式会社 100
ＳＯＭＰＯビジネスサービス株式会社 100
ＳＯＭＰＯビジネスソリューションズ株式会社 200
ＳＯＭＰＯひまわり生命保険株式会社 1,000
ＳＯＭＰＯヘルスサポート株式会社 100
ＳＯＭＰＯインスティテュート・プラス株式会社 100
ＳＯＭＰＯリスクマネジメント株式会社 100
ＳＯＭＰＯワランティ株式会社 200
株式会社プライムアシスタンス 100
港北メディアサービス株式会社 100
損保ジャパンＤＣ証券株式会社 100
損保ジャパンキャリアビューロー株式会社 100
損保ジャパンパートナーズ株式会社 100
ユニバース開発株式会社 100
Ｍｙｓｕｒａｎｃｅ株式会社 50
法人匿名２社 220
ＳＯＭＰＯちきゅう倶楽部 500
個人 1,197

寄付金合計 93,067
（注）損保ジャパンをはじめとするSOMPOグループ各社を含む。


